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過程ではなく、政治的学習過程としてとらえる学習概念は、政治家や官僚レベルの政   

































政策ネットワークの母性保護政策の形成に及ぼす影響を論証している13が、国連に   
韓国における女性政策のパラダイムの変化！45   
よる女性政策の推進や政策理念の伝播を所与のものとして扱い、政策ネットワーク内  
部でかかる政策変化への外部圧力に対してどのように反応し、受容し、政策形成に反  



























2．5．分析の対象   
韓国の女性政策は立法による法律の枠組み作りと計画（女性政策基本計画）の実施  
によって進められてきたが、本稿は法律を取り上げる。その中でも男女雇用平等法  


































害労働、坑内労働を禁止し、6週間の産前産後休業、生理休暇を盛り込んだ女性保護   



































に入っても経済発展路線は続き、労働運動が規制されるなか、女性の労働環境の改善   




































































する方向が望ましい」といった見解の他に、法案の内容と関連して「宣言的で、実効   
】5し〕挙芝英   
性が弱い」という意見が出された：il。だが、勤労基準法の女性保護規定は維持された  
まま、「男女就業平等法案」は「男女雇用平等法案」として1987年10月国会に提出  






























4．3．男女雇用平等法の限界   
日本の均等法は様々な限界を抱えていた。まず、指摘できるのは均等法がl生別役割   



































てはならない」という規定と憲法の「母性保護」条項を掲げて、生理を母性に関わる   
































が低調で事件の依頼自体が少なく、差別の救済が不全であることが分かる40。   
かかる諸課題を解決すべく女性団体と労働団体は連携して男女雇用平等法改正を求  
めたが、1995年8月に育児休暇を「勤労女性と勤労女性に代わる配偶者」へと拡大し、  

































という地球規模の変化を前に、過去のように秩序が定着してから先進国をモデルに取   








の役割と女性の地位の世界化案」が議論された‘15。   
その女性小委員会に大きな影響を及ぼす20世紀最大規模の世界会議が9月に開か  





















イ・サンヒ（男性）   国家科学技術審議会講委員   
イ・インホ（女性）   ソウル大学西洋史学教授   
キム・ジンエ（女性）   ソウル・フォーラム代表   
ユン・ホミ（女性）   朝鮮日報編集部  
ジョ ・ウン（女性）   束同大学社会学教授   
『女性新聞』1995年11月3日より作成：職業、職位は当時のものである。   
韓国における女性政策のパラダイムの変化155  
表2 女性の社会参与10大課題  
政策課題   所管省庁   
保育施設の拡充及び充実化   保健福祉省   
放課後児童指導   政務第2室、今後指定する省庁   
学校給食の全面実施   教育省   
女性の政策決定の場への参与促進案の導入  財政経済院、内務省、建設交通省、政務第2室   
公企業の女性雇用インセンティブ制の導入  財政経済院   
母性保護費用の社会分担体系の確立   保健福祉省、労働省   
女性人材・労働力の養成体系の拡充・改善  教育省、労働省   
女性関連情報のネットワーク構築   政務第2室   
女性発展基本法の制定   政務第2室   
マスコミを通じた性差別意識の改善   広報処、政務第2室  



























































































表3 環境労働委員会公聴会陳述人  
キム・ヨンベ（男性）   韓国経営者総協会取締り役   
オム・ギウン（男性）   大韓商工会議所取締役   
キム・エルリム（女性）   韓国女性開発院主席研究委貞   
イ・ジョンシク（男性）   韓国労総対外協力本部長   
第215回国会環境労働委員会12次会議録より作成：職業・職位は当時のも甲である   






































































し、その総合調整、企画、モニターに徹するのが効率的であるという案が提示された。   
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